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実践者の言語データが導くハイブリディティ：現象のメカニズム 

Hybridity as a phenomenon 

-from the analysis of practitioners' linguistic data- 
加藤知愛 

Tomoe Katoh 

北海道大学 
Hokkaido University 

 
Abstract: 広域複合的な自然災害とバイオハザードに備えてそれらの危機を管理し、住⺠の暮らしを守る組織が必要で

ある．地域型の複合企業の地域コーポレーションは、各セクターを横断する複合的なニーズに対応するビジネスモデル

を有し、その役割を果たしている．本研究では、こうした機能を有するハイブリッド組織（地域コーポレーション）の

グリーンファンドグループが地域社会で引き起こしている現象に焦点を当てて、ハイブリッド組織の構造とメカニズム

を明らかにする．ハイブリッド組織のメカニズムを解明する第 1 の方法は、公共政策、民間企業の努力、市民の活動の

境界線上にある制度的な領域や分野を分析することである．第 2 の方法は、トラックレコードを有するハイブリッド組

織の具体的な経験を描写する（illustrate）ことである（Jan-Erik Johanson, Jarmo Vakkuri 2021b)．実践者の言語データを用

いた第 1次解析の結果、実践者の 2つの行動のコンテクスト（1. 社会的使命を伝達する、2. 新しい経済の形を創出する）

と「社会を改良する９つのメソッド」が導き出された．第 2 次解析の結果、2 つの現象（1. 社会的使命の伝達メカニズ

ム、2. 新しい地域経済の創出メカニズム）が明らかになった．2 つの分析結果から導出される、ハイブリッド組織の創

出プロセスとアプローチ（ハイブリッド組織の構造）とハイブリッド組織が引き起こす現象のメカニズムは、今後のハ

イブリッド組織の経営戦略モデルとなる． 
 
キーワード：地域コーポレーション, 言語データ解析, ハイブリッド組織, ハイブリディティ 
 

1. はじめに 
1.1 研究の目的 
広域複合的な自然災害に加えて、コロナ感染症危

機に直面する今日、それらの危機を管理し、地域コ

ミュニティの暮らしを支える新しい産業と、それを

担う組織が必要である．国や自治体の産業振興政策

や、民間企業の招致は有効であるが、パブリックセ

クター、プライベートセクター、ソーシャルセクタ

ーの役割を兼有して、新しい産業を創造するハイブ

リッド組織1を育成することは、もう一つの選択と

なる．非営利組織（NPO）が直面する制度上の諸課
題を乗り越え、営利企業の経営形態がカバーしない

分野（長期的な利益の追求や地域社会への貢献性な

ど）を克服する「地域社会に貢献する NPO の特徴
を保持した営利企業」という概念上矛盾するハイブ

リッド組織の実像は、国内において明確には見えて

 
1 ハイブリッド組織とは、異なる所有形態、並行して

いるがしばしば競合する制度的論理、多様な資金基盤、

様々な形態の社会的・制度的統制を通じた、公的、私的、

市民社会の相互作用を指す. 政府の政策体系に，別の論

いない．本研究の目的は、「NPOを越えて NPOであ
ろうとする営利企業＝ハイブリッド組織」の概念を、

先駆的な事例であるグリーンファンドグループの組

織の構造と彼らの地域社会における実践によって発

生した現象に着目して、ハイブリッド組織の構造と

その現象のメカニズムを描き出すことにある． 
グリーンファンドグループは、アドボカシー、エ

ネルギービジネス、市民啓発活動を実施し、石狩市

におけるコミュニティウィンドファームを含む 31
基の風力発電事業を推進している．グリーンファン

ドグループが体現する地域型の複合企業（地域コー

ポレーション：Community-based corporation（CBC））
は、それぞれのセクターに生じる複合的なニーズに

応えるビジネスモデルを立案して実施し、それらの

成果を中長期的に統合する（加藤 2021a）．このよ
うな機能を有するハイブリッド組織の発生と成長の

メカニズムを解明するアプローチは２つある．（１）

公共政策、民間企業の努力、市民の活動の境界線上

理（ビジネスや市民社会で活用される方法論等）を折り

合わせ，その過程を社会が受容するアプローチを探究す

るハイブリデティ研究がある（Jan-ik  Johanson,Jarmo 

Vakkuri：2021)．  
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にある制度的な領域や分野を分析すること、（２）

時間的なトラックレコードを有し、社会的な文脈と

社会の複数レイヤーに適応し、制度を縦断して活動

するハイブリッド組織の具体的な経験を描写する

（illustrate）ことである（Jan-Erik Johanson, Jarmo 
Vakkuri：2021b)．著者はこれまでに、日本の地域型

の複合企業−地域コーポレーション−の成功要因〔1. 
社会変革ビジネスモデル、2. 非営利活動と営利事業
を併有する経営形態、3. 政策形成と地域ビジネスの
統合機能、4. セクターを横断するネットワーク〕を

明らかにしてきたが、これらは、（１）の方法を用

いたハイブッド組織の解明に該当する．本稿では、

これらの分析データと、実践者のインタビュー言語

データを統合して、実践者の言葉の意味を紐解くこ

とにより、日本の地域コーポレーションがハイブデ

ィティ組織となるプロセスとアプローチを明らかに

する．これは、（２）の方法を用いたハイブリッド

組織の解明に該当する． 
 

1.2 研究対象と手法 
研究対象 
 本研究の調査対象は、日本のハイブリッド組織

（：CBC）であるグリーンファンドグループである．
NPO 法人北海道グリーンファンド（以下、(N) グリ
ーンファンド）は、その中心に存在する組織である．

(N) グリーンファンドは、1999 年に札幌市に設立さ

れた事業型の NPO 法人で、 (1) NPO 創業期、(2) 
NPO に併設する株式会社（市民風力発電、市民エ

ネルギー市民ファンド）創業期、(3) 他地域への展

開期、(4) 風力事業外発電事業への展開期、(5)中規

模発電事業へのスケールアップ期の５段階を経て、

経営力を強化しながら現在のグループの形になった．

この組織は、他の NPO が直面する壁を乗り越えて、

提携する 2社とともに、再生可能エネルギー市場を

開拓する一方、政策提言事業を通じて、電力システ

ム改革の端緒を開き、発電事業による利益を地域コ

ミュニティ形成事業に還元している．その成果は、

自然エネルギー市民ファンドの有価証券報告書と市

民風力発電の財務実績で確認できる（加藤 2017b）． 
 
研究手法 

2016 年から 2021 年に実践者に対して実施したイ

 
2 上記調査は、2 ヶ月に 1 度のペースで、1 回約 2 時間

〜3時間かけて行なった． 
3  言語データ管理とコーディングのために、質的研究解

析ソフト Nvivo を活用した．また、共起ネットワーク図

の作成と言語体系の解析及び階層別クラスター解析には、

User Local テキストマイニングを活用した． 

ンタビューから集積した言語データを活用して、

CBCの組織の構造とそのメカニズムを、2つの段階

で分析する．第 1 次解析で、CBCの実践者の言語デ

ータを、抽象度の異なる 3つのコード （1. 個人を表

す言葉：word、2. 組織を説明する概念：property、3. 
言葉の意味：dimension）に分類し、実践者の行動

のコンテクストを描写する（カテゴリー関連図 1）．
第 2 次解析で、１次解析から表出した行動のコンテ

クストをモジュール化することにより、実践者の行

動と組織の活動によって引き起こされる現象を描写

する（カテゴリー関連図 2）．最後に、それらの現

象の関係性を描写することにより、ハイブリッド組

織の構造とメカニズムを概念化する． 
本調査データは、計 23 回延べ約 70 時間、2014 年

4 月から 2017 年 5 月にかけて、7 名の実践者と関係

機関の諸氏に対し、3 段階に分けて行なったインタ

ビューの一部である2．第1段階のインタビューは、

実践者の組織の認識と関わり方について、対面で問

いかけた．この結果を検証するため、(N)グリーン
ファンドの再生可能エネルギー事業のプログラム評

価（program evaluation）を行い（加藤 2017 参照）、

この評価結果を検証するため、第 2 段階のインタビ

ュー調査を実施した．更に、第 2 段階のインタビュ

ー調査の結果の有効性を検証するために、グループ

組織の特徴を掘り下げて問う第 3 段階のインタビュ

ーを実施し、実践者の言葉の意味を解釈した3．  
  

2. 実践者の行動のコンテクスト 
2.1 コード分類から見える実践者の行動 
〔１〕実践者の行動のコンテクスト 
 本実践者の言語データを、抽象度の異なる 3 つの
コード4（個性を表す言葉：word、組織を表す言葉

に内在する組織を説明する概念：property、実践者

の言葉が象徴する概念：dimension）に分類し、コ

ンテクストを記述した結果（図 1：カテゴリー関連

図 1）、実践者の個人的な信条やめざす社会の創造

のための努力と、組織の活動や事業は、不可分に結 
合していた。個人と組織の間に境界はなく、彼らの

働く空間は、セクターの別で分離されていない．実

践者は、各セクターの要素が融合する空間で、各セ

クターの原理を理解しながら、行動している． 

4 実践者（と実践者の職務）を象徴する（個性を表す）
⾔葉をコード 1、個性を表す⾔葉に内在する組織を説明
する⾔葉をコード 2、実践者の言葉が象徴する概念をコ
ード 3とした．言葉が象徴する概念には、実践者自身

が、分析者等と議論した上で見出した言葉が含まれてい

る. 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 カテゴリー関連図 1 実践者の言葉の３分類（著者作成） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 実践者の行動に内在する概念の階層別クラスター 

        （著者作成） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3  概念階層クラスターの係受け関係 

    （著者作成） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

〔２〕実践者の行動に内在する概念のコンテクスト 
実践者の行動に内在する概念コンテクストを見つ

けるために、実践者の言葉の意味を分析者と議論し

た部分の言語データの階層別クラスター分析を行っ

た．結果表出したワードは、3つに分類できる． 
第 1 グループは、「社会的使命グループ」である． 
実践者の意識に、「社会的使命：持続可能な再生可

能エネルギー社会の実現」概念が存在し、クラスタ

ーの形状から、社会的使命を達成するために必要な

要素（市民風力発電と市民ファンド、財務管理、株

式会社の経営形態、課題解決、役割、機能、協同組

合や生活クラブとの連携、地域に根差した会社の設

立）を獲得していったプロセスを読み取ることがで

きる．第 2 グループは、「地域経済グループ」であ

る．実践者の意識に、「地域経済」概念が存在し、

企業の活動を推進する過程で、市場メカニズムを活

用して、信頼を糧に、金融や電力発電供給のシステ

ムを変えていくプロセスを、クラスターの形状から

読み取ることができる．第 3 グループは、「地域社
会グループ」である．第 1グループ「社会的使命」

のクラスター化が進んで、経営形態のバリエーショ

ンが増えた段階で、第 2グループ「地域経済」と統

合されている．第 1グループと第 2グループの統合

は、グリーンファンドグループの組織化を表してい

る．第 3グループ「地域社会グループ」は、第 1グ
ループと第 2グループが統合された段階で、自治体

や他の NPO が加わり、各地で市民型の風力発電事

業モデルが展開されたプロセスを示している．つま

り、実践者の行動（進める、続ける、伝える、実践

するなど）によって発電事業のメリットが地域社会

に還元されていることを示唆する（図 2）． 
 
〔３〕実践者の言葉の集合体の言語体系 
 先の分析で表出した３つのグループクラスター内

の単語の集合体の体系と、各クラスター間の係受け

を検証した結果、以下のような関係のグループ組織

を表す言語体系が明らかになった． 
「社会的使命クラスター」に表れている言葉はす

べて名詞（社会的使命：名詞＋経営形態：名詞）で

ある．つまり、「グリーンファンドの事業とは何か」

を定義する複合名詞の集合体である．「地域経済ク

ラスター」に表れている言葉は、主語と述語の組み

合わせ（地域経済：名詞＋動詞：進める、伝える）

で説明されている．つまり、「グリーンファンドグ

ループが何をするのか」を表している．「社会的使

命クラスター」と「地域経済クラスター」は、社会

的使命の概念と経営形態の概念が結合した複合名詞

（社会的使命クラスター）を、（主語＋述語（地域

経済を進める）の集合体である）「地域経済クラス

ター」が係受ける構造（「地域経済を進める」）にな

っている．更に、この２つのグループが結合して形

成されたクラスター（複合名詞）を、「地域社会ク

ラスター」が係受ける構造になっている（図 3）．
「地域社会クラスター」は、「地域経済クラスター」

と同様の構造つまり、（主語＋述語（市民型の風力

発電モデルを展開する）の集合体である．つまり、

「実践者たちは、NPO 創業期から株式会社創業期

（ハイブリッド組織の形成期）、実践に必要な共有

概念（社会的使命）を定義し、それらを知識として

思考や行動や内面に吸収した．彼らは、社会的使命

について考えながら経営形態を編み出し、それらの

概念を２つの会社の経営理念に溶け込ませた．そし

て、実践の進展期に、地域経済の形を創出しながら

地域社会で市民型の風力発電事業を展開した」こと

を示唆する． 
以上の解析が明示することは、実践者の行動に内

在する 2つの概念（「社会的使命」と「地域経済」）

が起点となり、ハイブリッド組織となったグリーン

ファンドグループが、地域社会で市民型の風力発電

事業を進める過程で、「社会的使命を伝達する」現

象と、「新しい経済の形を創出する」現象（実践者

のオペレーションによって）を現出させたのではな

いかということである． 
 

〔４〕社会を改良する９つのメソッド 
ハイブリッド組織が「フォロアーに社会的使命を

伝達し、地域社会に新しい経済の形を創出する」現

象を引き起こしているのであれば、どのように引き

起こしているだろうか．そのアプローチを導く．実

践者が、自らの持ち場で、どのように苦悩し、乗り

越えてきたのかに着目して、言語データを読むと、

１次解析で表出した行動のコンテクストには、「め

ざす社会を創る」ための手法（method）が含まれて

いることがわかった．それぞれの実践者たちの言説

から表れた「社会を改良するメソッド」（図 4: カテ
ゴリー関連図 3）を、ここでは「社会を改良するメ

ソッド」と呼ぶこととする． 
「社会を改良する９つのメソッド」は、実践者の言

動に内在する知識や方法論（暗黙知）であるため、

その社会的な意義や価値は社会的に認識されにくい

が、ハイブリッド組織の事業戦略を明示している．

公的な空間（公共セクター・市民セクター）と私的 
な空間（民間セクター）が重なる領域で、ハイブリ

ッド組織が、非営利事業（社会サービス）と営利事

業（財とプロダクツ）を統合的に（「社会を改良す

る９つのメソッド」を用いて）実施する時、社会的

使命は、人と組織と地域社会に伝達され、新しい経

済の形の創出が開始されているようである. 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 カテゴリー関連図 3 社会を改良する９つのメソッド 

（著者作成） 

2.2 モジュール化から見える現象 

次に、現象を表す 2つ概念「社会的使命を伝達す

る」と「新しい経済の形を創出する」）を、２段階

で検証する．第 1 段階では、実践者の言語データを、

「a 社会的使命」ワードでコード化した結果表出し

た「実践者と組織の社会的使命」のコンテクストを、

実践者ごとに記述した（モジュール化１）．第 2 段

階では、実践者の言葉データを、「b 地域経済」ワ

ードでコード化した結果表出した「組織（CBC）と
新しい経済の形の創出」のコンテクストを、実践者

ごとに記述した（モジュール化 2）．モジュール化

１から、「個人の社会的使命」が「組織の社会的使

命」につながるコンテクストを見出す．モジュール

化２から、「組織の社会的使命」が地域社会で「新

しい経済の形」の創出につながるコンテクストを見

出す． 
〔１〕実践者と社会的使命の伝達 
実践者ごとに「社会的使命を伝達する」コンテク

ストを描写した結果、実践者は、個々の人生観と組

織の社会的使命を個々人の内面で折り合わせて事業

戦略を理解し、日常的な職務を通して、人と組織に、

社会的使命を伝達していることがわかった．(N)グ
リーンファンドグループの社会的使命の伝達は、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(1)人への伝達、(2)組織への伝達、(3)地域社会への
伝達の 3 つのレベルで起きていた．実践者には、

「地域型の風力発電事業を進めて、自立する地域を 
つくりたい」決意があり、風車を立ててその願いを 
実現した記憶を共有している．また、彼らの抱く社

会的使命には、共有する理念（協同組合、市民社会、

市民自治、オルタナティブな社会）が内在し、活動

の中で、これらの理念を交換し、それを具体化し、

楽しさや喜びを伴って伝達している．第 1のレベル
の「人への伝達」である．次に、社会的使命と経営

理念は、グループから独立して新会社を設立する時

や、それらの会社と提携する時などに、ステークホ

ルダーの多様化と、資本の増加に比例して強化され

て伝えられている．第 2のレベルの「組織への伝達」

である．更に、社会的使命は、CBC の政策提言活

動や地域のエネルギービジョンや計画の策定への参

画により、住民の声とともにビジョンや計画に盛り

込まれ、地域社会にも伝達される．再生可能エネル

ギー事業が開始される時には、理念が発電事業（プ

ロダクト）の提供という目に見える形になる．実践

者たちは、地域社会の住民との間に合意を形成する

ために、彼らと分かり合える考え方を探し出し、そ

れらと彼らの社会的使命を結びつけて人と組織と地



 

域社会に伝達する．第 3のレベルの「地域社会への
伝達」である．このように、CBC は、人と組織と

地域社会に社会的使命を伝達し、地域社会の意思を

形成する役割を果している． 
CBCの社会的使命の伝達メカニズムは、3つの段

階をへて形成される．第 1に、CBCは、NPOは一般
市民と、株式会社は消費者と対話し、前者は社会サ

ービスを、後者はプロダクツを提供する．CBC の
活動に賛同した人は、NPO の会員に、事業の趣旨
に賛同した人は出資者や株主になる．第 2に、CBC
は、「社会を改良する手法（組織形態、方法論、人

と組織、協働性のネットワークなど）を通して、社

会活動の賛同者と営利事業の顧客層の両方のフォロ

アーに、社会的使命を伝達する．第 3に、CBCは、
公的な空間と私的な空間を架橋する再生可能エネル

ギー事業を組成するためのプラットフォームを形成

し、運営する（加藤 2021b）．このプラットフォー
ムでは、参加する賛同者や顧客たちもセクターを縦

断して対話することになり、実践知と専門知が交わ

って、新しい事業が創出される．この空間では、参

加者の属性の差異は、問題にならない． 
 

〔２〕CBCが創出する新しい経済の形 
実践者たちの「新しい地域経済の形を創出する」

コンテクストを描写した結果、実践者は、地域資源

を生かして組み立てる発電事業によって創出される

「新しい地域経済の形」を捉えていた．つまり、

CBCは、3つの方法で、新しい経済の形を地域社会

に創出し、埋め込んでいる．第 1に、CBCは、各地

の地域社会に市民型、地域型の風力発電事業を開始

する際に、エネルギー事業の収益が地域に還元する

「地域経済の形」を提案し、各地域のエネルギー事

業会社や NPO が「新しい経済の形」の概念を認識

し、その概念を、関係者間で交換しながら、コンセ

ンサスを重ねて事業が開始される．そこでは、太陽

や風や水や熱等の資源を地域が所有していることを

定義づけ、地域の市民が、初期費用を自ら調達して

事業の端緒を開いて、市民型、地域型のエネルギー

事業が組み立てられる．人が少なくても管理できる

一方、新たな事業主体を立ち上げることによって、

働く人を増やすこともできる．グリーンファンド秋

田の「自給圏」構想や、飯田市の地域環境権が規定

された条例とリンクする再エネ事業（加藤 2021a）
は、その実例といえるだろう．第 2に、CBCは、地
域の事業会社や NPO の資金調達をサポートしてい

る．市民出資モデルの発明は、(N)グリーンファン
ドグループの社会変革性と市民性を象徴している．

第 3に、CBCは、地域社会で連携する相手を増やす

時に、グループの社会的使命を一緒に達成できる相

手を選択し、地域社会の意思に沿う（住民とともに

定義した）事業を、20 年間かけて実施する．つま

り、CBC は、地域社会の意思と統合する新しい地

域経済の形を、現在と未来をつないで創出している．

CBC は、地域の自然資源を地域が所有し、管理運
用する経営体を創出して、それらの業務を実行する．

生み出された利益は、コミュニティの未来に投資さ

れる． 
こうして、CBC は、（1）地域社会で、それぞれ

の地域特有の経営資源に基づいた「新しい経済の形」

を定義し、その概念の合意を形成しながら、（2）事
業資金を自らファイナンスすることを支援し、（3）
生み出された利益を地域社会の未来に投資する方法

を通じて、既存の地域経済のシステムに、新しい地

域経済のシステムを埋め込む（新しい地域経済の創

出メカニズム）．実践者は、長期的な地域社会の意

思と整合するビジネスを展開することによって、そ

の役割を担っている．地域社会に事業収益が還元さ

れる地域経済の形が地域社会に埋め込まれると、地

域社会で、事業利益の投資先（若い世代への教育や

まちづくり事業への支出など）を住民主体で選択し、

決定できるようになる（加藤 2017b）． 
 

3. ハイブリディティ組織の構造とメカニ 
ズム 

3.1 ハイブリディティ組織の構造 
第 1 次解析で明らかになった事象（「実践者の行

動のコンテクスト」と「社会を改良する９つのメソ

ッド」）と、第 2 次解析で明らかになった事象（「社

会的使命の伝達メカニズム」と「新しい経済の形の

創出メカニズム」）を統合してハイブリッド組織の

創出プロセスとそのアプローチを提示した上で、ハ

イブリッド組織の構造を描写する． 
 

〔１〕創出プロセス（process）とアプローチ 
ハイブリッド組織は、3 つの過程を経て誕生する．

第 1 段階は、社会的使命を抱く NPO がそれを実現
する事業体系を設計する段階である．この段階では、 
NPOの非営利活動の実践が中心事業となる．第 2段
階は、収益事業とファンディングを担う株式会社を

設立して提携し、事業化を図る段階である．この段

階では、ビジネスモデルが確立し、資金調達が達成

される．個々の事業が進められ、新しい市場が開拓

される．第 3段階では、NPOと株式会社が結合する

新しい経営形態をもつ事業体が、地域と一体となっ

て各地で事業が展開される．この段階では、事業が

実施された地域に事業理念が伝えられる．事業規模



 

が拡大し、参画する事業体が増加することによって

市場は広がり、技術革新が達成される．第 1 段階で

は、NPO が「理念の確立から非営利活動の実践ま

で」を主導する．第 2 段階では、株式会社が「非営

利活動の実践から事業化まで」を主導する．事業を

組み立てる過程で、ファンディング会社や財団が、

地域の新産業に投資するしくみが併設される．第 3
段階では、新しい経営形態をもつ事業体（地域と一

体化する複合企業）が、地域単位の新しい産業形態

を創造する．第 3 段階の地域と一体化する企業の事

業モデルが他地域に自立発展的に広がり、投資市場

がさらに成長した段階を、第 4 段階とすると、この

段階では、今日の株式会社の経営上の課題「事業の

理念からの乖離」を防ぐしくみを、地域単位で創る

ことができる．この成長過程は、実践者たちの言葉

を集約して時系列に整理し、「NPO と結合する株式

会社の経営」の事例分析（加藤 2017b）を加えた
時に描き出される． 
ハイブリッド組織は、創出プロセスの各段階で、

以下のアプローチで、地域社会を改良することがで

きる．第 1 段階では、地域社会の住民の合意を得て、

NPO と営利企業（或いは NPO と営利企業と協同組

合）が結合する組織を設立し、事業を開始する．第

2 段階では、事業利益を地域社会に還元し、組織の

社会的使命及び事業成果と地域社会の意思を調和さ

せる．第 3の段階では、組織の社会的使命が依拠す

る理念（専門知）と技術（実践知）を住民が学んで

事業化する環境（エコ=システム）を形成する．後

続するハイブリッド組織が各地域に生まれている第

4 段階では、それらの組織が彼らの地域で新事業を

展開している．彼らの事業が、ハイブリディティに

加わることによって、既存の地域経済に埋め込まれ

た「新しい持続的な地域経済の形」の領域が広がる

ことになる． 
 

〔２〕ハイブリッド組織の構造 
ハイブリッド組織は、非営利組織・営利企業・協

同組合を統合する経営形態を有するゆえに、それら

の経営形態が有する機能を備えたオープンネットワ

ーク型の組織である．そして、そこに集められる知

識や技術を活用して、地域社会の人や組織の潜在力

を高め、彼らが地域社会の利益（goods）に貢献す
るように育成する．育成された個々の経営体は、ネ

ットワークにつながりながら各地域で事業を進めて

ゆき、やがて、社会を改良する有機的なシステム

（organic network system）が創り出される． 
ハイブリッド組織の事業によって地域社会に生ま

れるシステム（ハイブリディティ）には、そのシス

テム全体を指揮する体系は存在しない．その代わり

に、理念（idea）が人と組織とコミュニティを結び

つけている．理念には、空間的な広がりと長い時間

幅をもって構想された「持続可能性」「協同組合」

の理念と「市場メカニズム」の原理が含まれている．

これらの理念は、具体的な手法（method）と結びつ

いて秩序を創り出すと同時に、持続困難な局面では、

それを打開するエンジンの働きをする． 
 

3.2 ハイブリッド組織が引き起こす現象のメカ 
ニズム 

ハイブリッド組織が事業を開始すると、ハイブリ

ッド組織のネットワークが、社会的使命が伝達され

る回路となって、実践者を通じて、人には主体的な

実践者になるために必要な知識や技術を、組織には

地域社会の利益に貢献する組織になるために必要な

知識や技術が提供される．各地域で育てられた人や

組織は、既存のシステムと、埋め込まれた新しい経

済の形の両方を活用して、地域社会を形成する事業

を担っていくため、既存の地域社会が、無理なく持

続的な地域社会に置き換えられていく．こうして生

まれた小さな「持続可能な社会に近づく現象」は、

事業規模の拡大、他地域への転移などを経て、複雑

な機能を備えながら、適正な大きさに成長する．そ

して、やがて、各地域に離れて存在し、それぞれ独

自の経営形態を有する、色々な規模の組織が、自律

的で対等の関係のネットワークが結ばれる．それら

の現象全体を統治したり管理したりするものが存在

しなくとも、1 つの有機体のようなシステムを形成
する．実践者の言葉と、「信頼醸成メカニズム」の

分析結果（加藤 2021b）はそれを実証する．ハイ

ブリッド組織が事業を展開することによって生まれ

る有機体のようなシステムを、ここでは、ハイブリ

ディティと呼ぶこととする． 
現象としてのハイブリディティは、ハイブリッド

組織が、多様な組織形態を有するそれぞれの組織形

態に特有の論理と経営管理のしくみを創設プロセス

で獲得し、それらの論理や経営管理を臨機応変に活

用して、地域社会の事業を展開するアプローチの帰

結として形成されるのである．ハイブリディティの

メカニズムには、３つのコンテクストがある．第 1
に、ハイブリッド組織は、普遍的な理念（持続可能

性、協同組合など）と原理（市場メカニズムなど）

によって支えられた地域形成事業を実施するゆえに、

それらの理念と原理が、地域社会で住民に新規事業

を説明（account）する際に、賛同人には共感を与

え、批判的な考えの人には事業の論拠を提供してい

る．社会的使命とこれらの理念や原理は、設立時の

経営理念に埋め込まれ、社会に宣言されているだけ 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 5  現象としてのハイブリディティ（著者作成） 

 
でなく、実践者の実務で交換されて、協働事業の過

程で関係者に届けられる．国際的な組織とのネット

ワークは、取り組んでいる課題を解決する道筋を示

して、情報を分かち合う時に、共感する人や組織を

引きつける．第 2に、ハイブリッド組織が新しい経
営形態を創出したり、他の組織と連携したり、協働

する企業体と結合したりする際に、社会的使命（と

それを構成する理念）を確認して各組織の事業に織

り込んでいる．このプロセスは、ハイブリディティ

研究で提示されている価値創造アプローチ（混合、

調和/妥協、正統化）の「混合と調和/妥協」の機能

を明示している（Katoh 2021b）．第 3 に、ハイブリ
ッド組織は、組織が直面する困難を乗り越えるため

に、その局面で必要な理念や原理、方法論を手繰り

寄せて、それらを自らの組織になじむように調整を

加えてインストールし、新しい経営形態と新事業を

創出している（ハイブリディティの形成メカニズ

ム）．つまり、発端に存在する NPO組織が、実践主

義でソーシャル・イノベーションを追求する過程で、

NPO 組織のみで解決困難な課題（事業の非持続

性・専門知識の不足など）に直面した際に、その課

題を乗り越えるために、市場メカニズム原理をイン

プットして NPO と企業が統合した組織形態を組成

し、市場メカニズム原理と方法論をインストールし

た新事業を創出する．次に、ハイブリッド組織

（NPO と企業が統合した組織）のみで解決困難な

課題（事業規模が小さい、事業コストが高い、サプ

ライチェーンが安定しないなど）に直面した際に、 
協同組合の理論と方法論をインプットして、NPO 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
と企業と協同組合が統合したハイブリッド組織を組

成し、協同組合の理論と方法論をインストールした

新事業を創出する．更に解決しなければならない課

題（環境保全、他地域への展開、地域の合意形成、

世代間ギャップなど）に対して、各地域社会の経営

資源に合った経営形態を選択して、地域独自のハイ

ブリッド組織を組成し、必要な理論と方法論をイン

ストールした新事業を創出する．即ち、（1）実践上
の課題→（2）新しい理念、原理、方法論のインプ

ット→（3）新しいハイブリッド経営形態と新事業
の創出→（4）新事業の展開→課題の克服、という
プロセスを繰り返す（現象としてのハイブリディ形

成のメカニズム）のである（図 5）．ゆえに、ハイ
ブリッド組織は、普遍的な理念や原理、方法論を使

って新しい経営形態を組成し、独自の経営戦略を産

み出すことによって（それが梃子の働きをして）、

特定のセクター内に止まる組織が陥る停滞状態を回

避し、未知の（latest）現実に対処する前線（area）
に、自らの組織を押し出している．このようなハイ

ブリッド組織が、ゆるやかな速度で広範囲に社会的

な活動を展開するプロセスは、前述の価値創造アプ

ローチ（混合、調和/妥協、正統化）の「調和/妥協

と正統化」の機能（Katoh 2021b）を明示している． 
現在、今⽇的な課題を乗り越えるために、⼈への投
資、地域社会への未来への投資、⾃然資本の強化な
どの理念や⽅法論を織り込んだ新事業が、複数のハ
イブリッド組織により創出されつつある．ハイブリ
ッド組織が主導する地域社会では、住民自身が必要



 

な専門知識・技術と実践能力を備えて地域経営に参

加することができる．また、管理可能なサプライチ

ェーンを確保して、既存の経済構造に内在する不確

定性を低減させながら、世界規模の課題の解決する

地域経営を志向することになる． 
 

4. 結語 
本稿では、実践者のインタビュー言語データを用

いて、ハイブリッド組織の構造とハイブリディティ

の現象のメカニズムを解明した．ハイブリディティ

を構成するハイブリッド組織の経営形態の形は多様

であり、その境界は可変的である．ハイブリッド組

織は、経営形態に備えられた柔軟性と多機能性を駆

使して、彼らの社会的使命が達成されるまで事業を

持続させようとする．これらのハイブリッド組織の

構造と現象のメカニズムは、ハイブリディティの領

域で新しい経営形態を立ち上げ、産業創造と地域社

会の形成でインパクトを創出したいと願う、ハイブ

リッド組織の経営戦略モデルの１つとなる可能性が

ある． 

本稿は、日本 NPO 学会 第 24 回研究大会報告概要集「実

践者の言語データ解析が導くハイブリッド組織の構造と

メカニズム」に新しい分析の視点を加えたものである． 
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